
◎原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃

料物質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律 
（平成二九年四月一四日法律第一五号）   

一、提案理由（平成二九年三月一〇日・衆議院環境委員会） 

○山本（公）国務大臣 ただいま議題となりました原子力利用における安全対策の強化

のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法

律案につきまして、その提案の理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 原子力利用における安全性向上に向けた取り組みとしては、東京電力株式会社福島第

一原子力発電所の事故の教訓を踏まえ、厳格な規制基準が策定され、各原子力施設につ

いて原子力規制委員会による審査が行われています。今後、これらの審査で確認された

安全の水準が、施設の運転段階において継続的に維持向上されるためには、原子力施設

に対する検査制度の見直しが不可欠です。また、国際的にテロ行為への対応が求められ

る中、放射性同位元素に係るセキュリティー対策も講ずる必要があります。これらにつ

いて、平成二十八年に我が国が国際原子力機関から受領した総合規制評価サービス報告

書の中で指摘がなされたところでございます。 

 本法律案は、こうした状況を踏まえ、原子力利用における安全対策を強化し、より高

い安全水準の確保を目指して、事業者及び規制機関の双方の取り組みを強化しようとす

るものです。 

 次に、この法律案の主な内容を御説明申し上げます。 

 第一に、原子力事業者等に対する検査制度を見直し、施設の基準への適合維持及びそ

の確認について原子力事業者等の責任を明確にするとともに、原子力規制委員会は、原

子力事業者等の保安活動全般を包括的に検査し、その検査の結果に基づき総合的な評定

を行い、次の検査に反映していくこととしております。 

 第二に、危険性の高い放射性同位元素を取り扱う事業者に対し、防護措置を義務づけ、

テロ対策を充実強化していくこととしております。 

 第三に、放射線審議会の所掌として、従来の諮問された事項に関する調査審議及び答

申に加え、放射線障害の防止に関する調査審議及び意見具申の事務を追加することとし

ております。 

 このほか、放射性廃棄物の処分が安全に行われるための規制の整備等、所要の規定の

整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案の提案の理由及びその内容の概要です。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

二、衆議院環境委員長報告（平成二九年三月二三日） 

○平将明君 ただいま議題となりました法律案につきまして、環境委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、国際原子力機関の勧告等を踏まえ、我が国の原子力利用における安全対策の



一層の強化を図るため、原子力事業者等に対する検査制度の見直し、放射性同位元素の

防護措置の義務化、放射線障害の技術的基準に関する放射線審議会の機能強化等の措置

を講じようとするものであります。 

 本案は、去る三月九日本委員会に付託され、十日山本環境大臣から提案理由の説明を

受け、次いで、十四日から質疑に入り、十七日参考人から意見を聴取するなど慎重に審

査を重ね、同日質疑を終局いたしました。質疑終局後、討論を行い、採決の結果、本案

は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二九年三月一七日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一 本改正により国際規制物資使用者間での少量核燃料物質の譲渡し又は譲受け、国際 

規制物資使用者による少量核燃料物質の輸出入が可能となった場合、取引の増加に伴 

い核燃料物質の移動が活発になることが予想され、これにより少量核燃料物質の所在 

等の把握が煩雑になることも考えられることから、少量核燃料物質の平和的利用が担 

保されるためにも、国際規制物資使用者に係る計量管理の強化及び効率化の検討を速 

やかに行い、必要な体制を整備すること。 

二 原子力施設の廃止措置の実行可能性を担保するため、廃止措置実施方針の定期的な 

見直し・更新を発電用原子炉設置者等に求めるとともに、あらかじめ適切な公表の方

法を定めた上で、定期的に公表すること。 

三 中深度処分を行う第二種廃棄物埋設施設については、放射能濃度が比較的高い廃棄 

物を数百年にも及ぶ長期間取り扱うことから、その間、事業者によって安定的に事業 

が継続されるよう、当該事業者の体制強化を図る施策の実施も含め、必要な指導・監 

督を行うこと。また、事業者による管理終了後に放射性物質の漏えい等が発生した場 

合においては、国が責任を持ってその対処に当たること。 

四 放射性廃棄物を取り扱う埋設施設の立地選定に当たっては、有害物質であるポリ塩 

化ビフェニルのように、民間主導の処理の計画が頓挫したケースも過去に見られるこ 

とから、立地選定及び処分が円滑に進むよう、国として立地の選定に積極的に関与す 

ること。また、放射性廃棄物の埋設の事業を円滑に実施するためには立地自治体及び 

地元住民の協力が欠かせないことから、事業者と立地地域の合意形成が進むよう、国 

も積極的に働きかけていくこと。 

五 指定廃棄物埋設区域制度の創設に伴い、発電用原子炉及び試験研究炉施設の規制基

準策定に向けた検討が今後進むこととなる一方で、再処理施設等から生ずる放射性廃

棄物など、炉内等廃棄物以外の放射性廃棄物の中深度処分についてはこの検討の対象

とされていないことから、当該廃棄物に係る規制基準についても早急に検討を進め、

その結果を国民に分かりやすく、丁寧に説明すること。 



六 今回の原子力事業者等に対する検査制度の見直しは、国際原子力機関による総合規

制評価サービスの指摘や福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえたものであること

から、見直し後の検査制度に基づく取組状況について、国民に分かりやすく説明する

とともに、国会に定期的に報告すること。 

七 原子力事業者等の保安活動全般を包括的に常時監視・評価するに当たっては、その

具体的な方法をマニュアル等で明確化するなどにより十分な体制を整備すること。特

に、この検査制度の運用においては高い能力が検査官に求められることから、その能

力向上のための必要な措置を講じること。 

八 放射性同位元素、放射線発生装置及び核燃料物質等は、研究機関、大学、医療機関、

民間企業等において幅広く使用されており、多様な放射性廃棄物が発生している状況

にあることから、これらの施設を所管する関係各法律においても、早期に処理・処分

の合理化に係る規定を整備すること。 

九 特定放射性同位元素防護規程の届出制度が創設されるに当たり、放射線障害予防規

程との内容の重複等により、事業者からはセキュリティとセーフティの内容が重複し

混乱を来すのではないかとの懸念が示されていることから、事業者に対し過度な負担

を強いることとならないよう制度を構築すること。 

十 防護措置の対象となる血液照射装置は現在では使用されなくなってきているものの、

同装置を廃棄するには多大な費用がかかり、廃棄されずに各施設に保管されている状

況にあること等を踏まえ、防護措置が義務付けられることとなる装置の廃棄に対し、

必要な支援策を検討すること。 

三、参議院環境委員長報告（平成二九年四月七日） 

○森まさこ君 ただいま議題となりました法律案につきまして、環境委員会における審 

査の経過と結果を御報告いたします。 

 本法律案は、国際原子力機関の勧告等を踏まえ、我が国の原子力利用における安全対 

策の一層の強化を図るため、原子力事業者等に対する検査制度の見直し、放射性同位元 

素の防護措置の義務化、放射線障害の技術的基準に関する放射線審議会の機能の強化等 

の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、国際原子力機関の勧告と本法律案の関係、検査制度の今後の 

詳細設計の重要性、原子力規制委員会の人材育成の方針等について質疑が行われました。 

その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党の武田委員より本法律案に反対 

する旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決 

定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 



○附帯決議（平成二九年四月六日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一、本改正により国際規制物資使用者間での少量核燃料物質の譲渡し又は譲受け、国際

規制物資使用者による少量核燃料物質の輸出入が可能となった場合、取引の増加に伴

い核燃料物質の移動が活発になることが予想され、これにより少量核燃料物質の所在

等の把握が煩雑になることも考えられることから、少量核燃料物質の平和的利用が担

保されるためにも、国際規制物資使用者に係る計量管理の強化及び効率化の検討を速

やかに行い、必要な体制を整備すること。 

二、原子力施設の廃止措置の実行可能性を担保するため、廃止措置実施方針の定期的な

見直し・更新を発電用原子炉設置者等に求めるとともに、あらかじめ適切な公表の方

法を定めた上で、定期的に公表すること。 

三、中深度処分を行う第二種廃棄物埋設施設については、放射能濃度が比較的高い廃棄

物を数百年にも及ぶ長期間取り扱うことから、その間、事業者によって安定的に事業

が継続されるよう、当該事業者の体制強化を図る施策の実施も含め、必要な指導・監

督を行うこと。また、事業者による管理終了後に放射性物質の漏えい等が発生した場

合においては、国が責任を持ってその対処に当たること。 

四、放射性廃棄物を取り扱う埋設施設の立地選定に当たっては、有害物質であるポリ塩

化ビフェニルのように、民間主導の処理の計画が頓挫したケースも過去に見られるこ

とから、立地選定及び処分が円滑に進むよう、国として立地の選定に積極的に関与す

ること。また、放射性廃棄物の埋設の事業を円滑に実施するためには立地自治体及び

地元住民の協力が欠かせないことから、事業者と立地地域の合意形成が進むよう、国

も積極的に働きかけていくこと。 

五、指定廃棄物埋設区域制度の創設に伴い、発電用原子炉及び試験研究炉施設の規制基

準策定に向けた検討が今後進むこととなる一方で、再処理施設等から生ずる放射性廃

棄物など、炉内等廃棄物以外の放射性廃棄物の中深度処分についてはこの検討の対象

とされていないことから、当該廃棄物に係る規制基準についても早急に検討を進め、

その結果を国民に分かりやすく、丁寧に説明すること。 

六、原子力規制委員会は、今回新設される第六十二条の二の二の趣旨を踏まえ、国際的

な基準や先行する海外事例との整合を図りつつ、バックフィットの運用に関するルー

ルや判断基準を明確化し、規制化するためのプロセスを整備すること。 

七、今回の検査制度の見直しにおいては、国際原子力機関による総合規制評価サービス

の指摘や東京電力福島第一原子力発電所の事故の教訓を踏まえ、科学的・技術的知見

を基本に、国際的な基準や先行する海外事例との整合を図りつつ、原子力安全規制の

実効性を高め、実質的な安全性を効果的に向上させることができる規制体系となるよ

う特段の配慮を行うこと。 

八、原子力規制検査及び総合的な評定に当たっては、国際原子力機関による総合規制評



価サービスの指摘を踏まえ、安全への実質の影響程度で判定するといった考え方で厳

格に検査を行うという指摘の理念が実現されるよう実施すること。また、見直し後も

不断の検証を行いながら、継続的な改善を図っていくこと。 

九、原子力規制検査の導入に当たっては、安全上の重要性やリスク評価に着目して検査

対象の選定を行い、その運用や判定の一貫性や予見性、透明性を確保する観点から、

原子力事業者等との緊密かつ継続的なコミュニケーションを図りつつ、その具体的な

方法をマニュアル等で明確化するなどにより実効性ある運用がなされるよう十分な体

制を整備すること。 

十、原子力規制検査の運用においては高い能力が検査官に求められることから、同検査

の運用開始までに資格付与等の能力管理の仕組みを整備・公表するとともに、同検査

の運用に必要な人員を十分に確保し、検査の実効性を担保すること。 

十一、規制体系の大幅な変更を伴う新たな検査制度の導入に当たっては、原子力事業者

等の実務を担う現場において過度な負担や無用な混乱が生じることのないよう、十分

な準備期間を設定するとともに、その運用開始までに実際の運用のための評価・分析

を含めた十分な検討を行い、新旧制度間の円滑な移行に万全を期すこと。 

十二、原子力規制委員会は、原子力規制に関する理解と信頼をより一層高めるため、見

直し後の検査制度に基づく取組状況について、国民に分かりやすく説明するとともに、

国会に定期的に報告すること。特に、原子力規制検査及び総合的な評定の結果に当た

っては、根拠等含め明確かつ具体的に国民に対しても分かりやすく公表すること。 

十三、原子力規制委員会は、国際原子力機関による総合規制評価サービスの報告書を真

摯に受け止め、今回の検査制度の見直し等にとどまることなく、自らのマネジメント

システムの確立、原子力事業者等とのコミュニケーション、高経年化に関する認可手

続等に係る諸課題に関して、迅速かつ不断の改善に取り組むとともに、その状況を国

会にも分かりやすく報告すること。 

十四、放射性同位元素、放射線発生装置及び核燃料物質等は、研究機関、大学、医療機

関、民間企業等において幅広く使用されており、多様な放射性廃棄物が発生している

状況にあることから、これらの施設を所管する関係各法律においても、早期に処理・

処分の合理化に係る規定を整備すること。 

十五、特定放射性同位元素防護規程の届出制度が創設されるに当たり、放射線障害予防

規程との内容の重複等により、事業者からはセキュリティとセーフティの内容が重複

し混乱を来すのではないかとの懸念が示されていることから、事業者に対し過度な負

担を強いることとならないよう制度を構築すること。 

十六、防護措置の対象となる血液照射装置は現在では使用されなくなってきているもの

の、同装置を廃棄するには多大な費用がかかり、廃棄されずに各施設に保管されてい

る状況にあること等を踏まえ、防護措置が義務付けられることとなる装置の廃棄に対

し、必要な支援策を検討すること。 



  右決議する。 


